
※平成30年12月21日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
 ≪概算要求状況欄≫ 金額上段：Ｈ31年度要求額  金額下段：Ｈ30年度予算額  〔全〕全国枠予算  〔国〕国費ベース  〔事〕事業費ベース

≪摘要欄≫  ○：ほぼ要望どおり措置等の見込み △：一部措置等される見込み ×：措置等されない見込み

要望・提案事項 予算内容等 摘要

１ 建設発生土の適正処理に向けた
法制度の整備
・埋立て行為等に対する許可基準、罰則
規定等を盛り込んだ法制度を整備するこ
と

×

◆概算要求の状況 <農林水産省＞
○農業農村整備事業

○農業水利施設・ため池の緊急対策

〔全〕５，３０５億円
（〔全〕４，３４８億円）

 事項要求

〔全〕４，４１８億円
Ｈ30補正〔全〕１，４８８億円

〔全〕５４６億円

◆概算要求の状況 ＜農林水産省＞
○農業水路等長寿命化・防災減災事業の
   制度拡充
○多面的機能支払事業の制度拡充

〔全〕２５４億円
（〔全〕２００億円）
〔全〕４９０億円

（〔全〕４８４億円）

〔全〕２０８億円

〔全〕４８７億円

（３）果樹産地再生にかかる事業制
度創設
・生産環境の整備や担い手対策を総合
的に支援する制度を創設すること

×

◆概算要求の状況 ＜環境省＞
○PCB廃棄物の適正な処理の推進等

○設備の高効率化改修支援事業

〔全〕８１．４億円の内数
（〔全〕６３．４億円の内数）

〔全〕１７億円の内数
(〔全〕１２億円の内数)

〔全〕５８．２億円の内数

〔全〕１１億円の内数

平成31年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案（環境農林水産関係）
平成31年1月31日

大  阪  府

概算要求状況等
◆予算項目以外の状況＜国土交通省＞
・建設発生土の適正処理にかかる法制化は実現していない。
・H３０年１２月、大阪府が全国の都道府県に呼びかけ、建設発生土等の適正処理の法制化を視野に入れ
た全国ネットワーク会議を開催。１６府県に加え、国土交通省も参加。

○

△

△

○

（２）都市農業振興のための制度拡
充
・農業水路等長寿命化対策・防災減災事
業の対象に生産緑地を追加すること
・多面的機能支払事業（資源向上支払交
付金）の対象に知事が認める農用地（生
産緑地等）を追加すること

２ ため池の防災・減災対策と都市
農業の推進
（１）ため池の防災・減災対策の推進
にかかる予算確保と定額助成制度
を継続すること
・農村地域防災減災事業の予算確保と
定額助成制度を継続すること

３ 全てのPCBの期限内処理に向け
た国の役割強化
・処理に関する積極的な広報・啓発を行
うこと
・期限内での処理促進のため、機器に
PCBが含まれるか確認するための支援
策等の取組みを充実すること
・PCB特別措置法改正に伴う事務量増加
に対して財政措置を適正に行うこと
・自治体の財政負担が生じないよう行政
代執行に要した費用への財政支援の仕
組みを構築すること

◆予算項目以外の状況
・行政代執行に要した費用への財政支援措置は、行政代執行に係る自治体の負担軽減のための支援費用
をPCB廃棄物処理基金に積み立てされているが、自治体の財政負担が生じる仕組みとなっており、負担を
要しない支援策の構築は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・生産緑地に加え、府県の条例等により適正な保全が図られている農地が新たに対象になるなど、事業対
象区域が拡大された。

◆予算項目以外の状況＜農林水産省＞
・生産環境の整備や担い手対策を総合的に支援する事業制度の創設に関する要望は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・ため池の防災・減災対策にかかる定額助成制度について、２０２０年度まで延長された。

４ 再生可能エネルギーの普及促進
及び地球温暖化対策の推進
（１）太陽光発電施設の適切な設置
・太陽光発電施設の設置にあたり、企画
立案から撤去・処分までの一連の流れに
おいて適正に事業が実施され、地域との
共生が十分に確保されるよう、地方との
連携を含めた制度設計を図り、FIT法及
びガイドラインを改正すること

◆予算項目以外の状況
・H３０年６月に関西広域連合、７月に近畿ブロック知事会及び8月に全国知事会において、国に対して「再
生可能エネルギーの地域との共生」等について同種の提案・要望を実施しているところであるが、FIT法の
運用改善及び「事業計画策定ガイドライン」の改定には至っていない。

・国（近畿経済産業局）と大阪府で連携協力し、太陽光発電施設の不適切な設置や発電事業者と地域住民
とのトラブルの未然防止また地域でのトラブルへの対応を図るため、「太陽光発電施設の地域共生に向け
た近畿経済産業局・大阪府連携協力会議」において、トラブル事案に対する情報共有や対応方針の検討等
を継続的に実施しているところ。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況
 ＜環境省＞
○地球温暖化対策の推進・国民運動「COOL
 CHOICE」推進・普及啓発事業
○ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等に
 よる住宅における低炭素化促進事業
 ＜経済産業省＞
○省エネルギー投資促進に向けた支援補助金

〔全〕１２億円の内数
（〔全〕１５億円の内数）
〔全〕９８億円の内数

（〔全〕８５億円の内数）

〔全〕６００．４億円の内数
（〔全〕６００．４億円の内数）

〔全〕１０億円の内数

〔全〕９７億円の内数

〔全〕５５１．８億円の内数

◆概算要求の状況 ＜環境省＞
○CO2削減ポテンシャル診断推進事業

○気候変動影響評価・適応推進事業

○国立研究開発法人国立環境研究所運営費
 交付金（うち、適応関連業務経費）

 〔全〕１７億円
 （〔全〕１７億円）
〔全〕１０．２億円

  （〔全〕８．５億円）
〔全〕１７２．８億円の内数

（〔全〕１３３．７億円の内数）

〔全〕１７億円

〔全〕８．６５億円

〔全〕１６６．６億円の内数

５ 地籍調査の推進（国土調査法）
・道路台帳の測量成果を地籍調査の成
果として取り扱うこと。
・土地区画整理等の既存資料を活用し地
籍調査として再整備すること。
・法務局において、筆界点及び基準点座
標を活用できるよう連携すること。

△

６ 海面処分場の廃止基準の明確
化
・管理型海面処分場の廃止確認が早期
に行えるよう、水質確認地点の廃止基準
の考え方を示すこと。

△

７ 国定公園の自然公園施設におけ
る長寿命化対策の推進
・国定公園の自然公園施設における長寿
命化対策事業について、国費の交付金
事業の対象とすること

×

◆概算要求の状況 ＜環境省＞
○豊かさを実感できる海の再生事業 [全]１．１８億円

（[全]１．０９億円）
[全]１．１８億円

△

◆予算項目以外の状況
・H２９年度、H３０年度において、2,000kW以上の太陽光発電設備に対して入札が実施され、その結果を踏
まえて、入札方法について検証、見直しが行われる予定。

（２）再生可能エネルギーの普及促
進
・改正FIT法における入札制度への配慮
として、固定価格買取制度の入札対象に
ついては、試行期間（2017・2018年度）後
も2000ｋWとすること
・「第５次エネルギー基本計画」に掲げる
目標達成に向け、国の責任において、
ZEHの広報・啓発を積極的に行われた
い。また、「ZEH支援事業」を継続するとと
もに補助額についても維持すること。

８ 大阪湾における栄養塩類の適正
な管理
・調査検討を着実に進め、適正な管理方
策の明確な指針を提示すること
・検討にあたって、地方の試験研究機関
の成果を活用すること

△◆予算項目以外の状況
・環境省において必要な調査検討が進められているが、適正な管理方策に係る指針の提示には至っていな
い。

（３）地球温暖化対策の推進
〇温室効果ガス排出削減の推進
・中小事業者向けの省エネ診断や省エネ
機器・設備の導入に対する補助事業の
予算を増額すること。
・温室効果ガス排出量の算定に必要な小
売電気事業者ごとの電力販売量に関す
る情報を入手できる仕組みを早急に作る
こと。

〇気候変動の影響への適応策を推進で
きるよう、地方公共団体への技術的・財
政的支援を充実すること。また、幅広い
分野において必要な適応策の推進が図
れるよう、関係省庁に働きかけること。

△◆予算項目以外の状況
・温室効果ガス排出量算定のための情報確保については、H３０年８月に全国知事会を通じても要望を実施
しているところであるが、具体的な仕組みづくりはなされていない。

・国では、適応策の充実・強化を図るため、「気候変動適応法」を制定（H３０年１２月）。また、１２月に、地方
公共団体等に対する技術的助言等の役割を担う「国立環境研究所気候変動適応センター」を設立するとと
もに、「気候変動適応推進会議」を設置し、関係行政機関相互の連携協力の確保のもと気候変動適応に関
する施策の総合的かつ計画的な推進に努めているところ。

◆予算項目以外の状況＜環境省＞
・管理型海面処分場の廃止確認にかかる水質確認地点の廃止基準は示されていない。
・国において、中断されていた廃止基準の適用にかかる検討委員会の再開予定が示された。

◆予算項目以外の状況＜環境省＞
・交付金の対象は国立公園に限定されており、国定公園の自然公園施設における長寿命化対策は対象外
になっている。

◆予算項目以外の状況 ＜国土交通省＞
・要望に関する制度の運用等の実現には至っていない。
・国における検討会の中で、地籍調査の効率化を図るための方策が議論されており、要望にある「既存道
路台帳の活用」についても検討されているところ。
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